
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解
および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 1/2

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

米ドル・インデックス 98.40 ▲ 0.6 0.9 0.5 ▲ 8.0 ▲ 9.3

米ドル 155.81 0.3 5.5 8.6 2.1 ▲ 0.9

カナダ・ドル 113.21 0.7 6.2 7.3 5.5 3.5

ユーロ 182.94 1.2 5.6 10.1 14.5 12.4

英ポンド 208.36 0.6 4.1 6.7 7.7 5.9

スイス・フラン 195.93 1.5 5.7 10.6 14.5 13.1

スウェーデン・クローナ 16.81 1.7 6.1 10.7 21.3 18.3

アイスランド・クローネ 1.233 1.6 1.9 6.9 12.6 9.0

ノルウェー・クローネ 15.38 0.0 2.7 6.5 12.6 11.4

デンマーク・クローネ 24.49 1.1 5.5 9.9 14.3 12.2

中国人民元 22.08 0.5 6.7 10.4 5.3 2.4

香港ドル 20.02 0.3 5.4 9.5 2.0 ▲ 1.1

台湾ドル 5.00 0.5 2.3 2.7 6.5 4.5

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.55 ▲ 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 0.9

シンガポール・ドル 120.64 0.6 4.8 7.5 6.5 4.8

マレーシア・リンギ 38.05 1.0 8.1 11.8 10.7 8.6

タイ・バーツ 4.94 1.6 6.2 11.5 9.8 7.9

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.936 0.3 3.8 6.0 ▲ 2.2 ▲ 3.8

フィリピン・ペソ 2.634 0.4 2.0 2.1 0.5 ▲ 2.2

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.592 0.5 5.9 7.4 ▲ 1.1 ▲ 4.0

インド・ルピー 1.72 ▲ 0.1 3.0 2.7 ▲ 4.2 ▲ 6.0

オーストラリア・ドル 103.66 0.5 5.6 10.6 6.6 6.5

ニュージーランド・ドル 90.49 0.9 2.9 3.9 2.8 2.9

ブラジル・レアル 28.76 0.8 4.3 11.0 12.9 12.9

メキシコ・ペソ 8.65 1.2 8.1 13.9 14.6 14.7

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.10 1.4 8.2 18.7 16.7 14.8

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 17.16 2.0 10.9 11.2 10.1 8.8

ペルー・ヌエボ・ソル 46.26 0.2 9.4 16.4 13.3 10.0

ポーランド・ズロチ 43.32 1.3 6.4 11.2 15.9 13.9

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 47.51 0.3 7.1 14.8 21.8 20.1

ルーマニア・レイ 35.93 1.1 4.6 8.7 11.8 9.8

トルコ・リラ 3.65 ▲ 0.0 2.4 0.3 ▲ 16.4 ▲ 17.6

南アフリカ・ランド 9.23 0.6 8.7 14.3 7.6 10.6

エジプト・ポンド 3.28 0.4 7.0 13.7 9.5 6.1
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日本国債　注5 301.47 0.1 ▲ 2.2 ▲ 3.7 ▲ 8.1 ▲ 7.8

先進国(除く日本)国債　注6 1,066.74 0.1 0.4 1.9 7.2 8.7

新興国債券　注7 911.71 0.0 1.9 6.5 9.7 11.9

日本国債2年物 1.070 0.017 0.199 0.315 0.489 0.465

日本国債10年物 1.954 0.007 0.360 0.502 0.902 0.853

日本国債20年物 2.916 -0.005 0.269 0.522 1.063 1.015

日本国債30年物 3.363 -0.003 0.140 0.446 1.117 1.066

米国債2年物 3.523 -0.038 -0.035 -0.387 -0.670 -0.720 

米国債10年物 4.185 0.049 0.118 -0.176 -0.144 -0.387 

米国債20年物 4.810 0.057 0.162 -0.047 0.192 -0.050 

米国債30年物 4.846 0.054 0.164 0.003 0.301 0.063

ドイツ国債2年物 2.154 0.059 0.136 0.338 0.133 0.072

ドイツ国債10年物 2.857 0.059 0.142 0.379 0.652 0.490

イタリア国債10年物 3.548 0.063 0.025 0.143 0.198 0.026

スペイン国債10年物 3.306 0.045 0.017 0.228 0.428 0.245

東証REIT(配当込み) 5,279.84 1.3 3.3 15.0 27.8 25.5

755.93 ▲ 0.5 ▲ 1.6 2.1 4.1 7.9

906.19 ▲ 0.1 3.8 10.8 6.5 7.0

香港REIT　注9 591.12 ▲ 0.6 ▲ 13.0 ▲ 8.2 13.0 15.7

オーストラリアREIT　注9 1,321.25 0.9 ▲ 6.8 ▲ 0.3 4.9 7.0

北海ブレント原油先物 61.12 ▲ 4.1 ▲ 8.8 ▲ 11.9 ▲ 16.7 ▲ 18.1

WTI原油先物 57.44 ▲ 4.4 ▲ 8.4 ▲ 15.6 ▲ 18.0 ▲ 19.9

ニューヨーク金先物 4,328.30 2.0 17.4 27.2 59.8 63.9

CRB指数 298.29 ▲ 2.5 ▲ 1.1 ▲ 1.5 1.7 0.5

シンガポール鉄鉱石先物 101.98 ▲ 1.4 ▲ 3.8 7.9 ▲ 3.8 1.0

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 10,112.52 ▲ 1.6 2.9 0.9 5.6 8.0

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 421.50 ▲ 0.3 ▲ 2.9 ▲ 2.7 ▲ 1.3 ▲ 2.5

ビットコイン 90,200.10 1.1 ▲ 22.4 ▲ 14.9 ▲ 9.6 ▲ 3.7
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

ブラジル　ボベスパ 160,766.37 2.2 13.0 16.7 27.5 33.7

メキシコ　IPC 64,712.07 2.1 4.7 11.9 26.2 30.7

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 113,301.80 0.7 8.5 16.8 30.3 34.7

騰落率（%）
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

世界株価 注1 554.43 ▲ 0.2 4.1 12.8 17.9 21.6

先進国株価 注2 14,127.32 ▲ 0.2 3.9 12.4 16.8 20.4

先進国(除く日本)株価 注3 16,309.88 ▲ 0.3 3.9 12.2 16.4 20.1

新興国株価　注4 758.05 0.4 5.3 16.7 27.7 32.1

日経平均株価 50,836.55 0.7 13.6 33.2 27.6 27.4

JPX日経インデックス400 30,991.09 2.1 9.1 22.8 23.3 23.0

TOPIX (東証株価指数) 3,423.83 1.8 8.3 23.0 23.5 22.9

東証プライム市場指数 1,763.18 1.8 8.4 23.1 23.5 23.0

東証スタンダード市場指数 1,510.32 0.8 0.8 10.8 20.5 18.7

東証グロース市場指数 863.40 ▲ 1.2 ▲ 12.9 ▲ 11.6 5.2 4.7

NYﾀﾞｳ 工業株30種 48,458.05 1.0 5.7 12.8 10.3 13.9

S&P 500種 6,827.41 ▲ 0.6 3.7 12.9 12.8 16.1

ナスダック総合 23,195.17 ▲ 1.6 4.8 18.0 16.5 20.1

ナスダック100 25,196.73 ▲ 1.9 4.6 15.0 16.6 19.9

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 7,033.57 ▲ 3.6 17.2 34.0 41.2 41.2

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 578.24 ▲ 0.1 4.2 5.2 11.4 13.9

英国　FTSE100 9,649.03 ▲ 0.2 3.9 8.6 16.1 18.1

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 602.16 0.0 5.0 6.5 17.5 19.2

ドイツ　DAX 24,186.49 0.7 2.1 1.7 18.4 21.5

中国　CSI300 4,580.95 ▲ 0.1 1.3 17.7 13.7 16.4

中国　上海A株 4,077.83 ▲ 0.3 0.5 14.3 12.4 16.1

中国　深圳A株 2,587.84 0.2 0.5 22.0 17.1 26.4

中国　創業板 3,194.36 2.7 5.8 54.5 39.4 49.2

香港　ハンセン 25,976.79 ▲ 0.4 ▲ 1.6 8.1 27.4 29.5

台湾　加権 28,198.02 0.8 10.7 26.5 22.4 22.4

韓国　KOSPI 4,167.16 1.6 22.7 42.7 67.9 73.7

シンガポール　ST 4,586.45 1.2 5.6 16.9 20.4 21.1

マレーシア　FBM KLCI 1,637.81 1.3 2.4 7.3 2.2 ▲ 0.3

タイ　SET 1,254.10 ▲ 1.5 ▲ 3.1 11.1 ▲ 12.9 ▲ 10.4

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 8,660.50 0.3 10.3 20.2 17.1 22.3

フィリピン　総合 6,036.72 1.5 ▲ 1.2 ▲ 5.4 ▲ 9.1 ▲ 7.5

ベトナム　VN 1,646.89 ▲ 5.4 ▲ 1.2 24.5 29.9 30.0

インド　SENSEX 85,267.66 ▲ 0.5 4.1 4.4 4.9 9.1

豪州　S&P/ASX200 8,697.27 0.7 ▲ 1.9 1.5 4.4 6.6
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2025年12月第3週号 （2025年12月15日発行）

主要指標の動き 2025年12月12日時点（1週間前＝12月5日、3ヵ月前＝9月12日、6ヵ月前＝6月12日、1年前＝2024年12月12日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

12月
8日
（月）

○ 中国

適度に緩和的な金融政策とより積極的な財政政策などにより、内需拡大を継続

11月の貿易統計(ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ)が発表され、輸出は前年同月比+5.9%と、2ヵ月ぶりに増加し、予
想も上回ったが、輸入は+1.9%と、前月の伸びを上回ったものの、予想に届かなかった。また、
中国共産党の最高意思決定機関である政治局が、2026年も内需拡大を継続させるとして、適
度に緩和的な金融政策とより積極的な財政政策を採る方針を示したと、国営通信が報じた。
さらに、当局が金融機関や証券･保険会社に対する規制を緩和する方針を示したことなどもあ
り、中国本土株式が上昇した。ただし、香港株式は下落した。

△ 日本

新発10年国債利回り、18年半ぶりの高水準に

日銀が翌週、利上げを決めるとの観測にとどまらず、景気を熱しも冷やしもしない中立金利に
ついて、より高い水準を示すなどして、利上げ継続姿勢を維持するとの憶測などもあり、国債
利回りが上昇した。新発10年債では1.970%と、2007年6月以来の水準となった。株式市場で
は、主力ﾊｲﾃｸ株の一角が売られたが、内需関連株などは買われ、相場が反発した。

△ ﾕｰﾛ圏

ECB理事、次の一手は利上げとの市場の見方に違和感なし

ECB(欧州中央銀行)のｼｭﾅｰﾍﾞﾙ理事は、近いうちではなくとも、ECBの次の動きは利上げと市
場で見込まれていることについて、違和感はないと述べた。ﾄﾞｲﾂの10月の鉱工業生産が市場
予想を上回ったこともあり、欧州の国債利回りが上昇した。株式相場は、米FOMC(連邦公開市
場委員会)の開催を前に投資家が慎重姿勢となり、小動き、ﾏﾁﾏﾁだった。なお、米国では、株式
相場が反落し、主要3指数が揃って下落したが、半導体株指数は最高値を更新した。また、
FOMCの開催を控えて国債に持ち高調整の売りが出たことから、利回りは上昇し、10年債で
は一時4.19%台と、9月下旬以来の高い水準となった。外国為替市場ではﾄﾞﾙが買われたほ
か、日本で強い地震が発生したこともあり、円相場は1ﾄﾞﾙ＝156円前後に下落した。また、原油
先物が利益確定売りなどから下落した。

9日
（火）

△ ｱｼﾞｱ

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領、米半導体大手のAI向け半導体の中国での販売を承認

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は8日、米半導体大手の1世代前のAI(人工知能)向け半導体について、中国での
販売を承認したとSNSに投稿した。9日の中国では、AIｻｰﾊﾞｰ関連銘柄などが買われた一方、利
益確定売りが拡がり、中国本土株式は反落した。香港株式は、米FOMCや、翌週の中国主要指
標の発表などを前にした持ち高調整の売りなどから続落した。日本では、前日に米国で半導
体株指数が最高値を更新したことが好感され、半導体関連株に加え、AI(人工知能)がﾛﾎﾞｯﾄや
機械を自律的に制御する｢ﾌｨｼﾞｶﾙAI｣に関連する銘柄なども買われ、株式相場が続伸した。国
債は、利回りの高さに着目した買いが入り、長期債や超長期債を中心に利回りが低下した。外
国為替市場では、前日の米長期金利上昇の影響などから、円相場が156円台に下落した。

△ 米国

求人件数が5ヵ月ぶりの高い水準となった一方、ﾚｲｵﾌは2年9ヵ月ぶりの高水準に

9月の求人件数が765.8万件と、市場予想に反して増加し、5月以来の高い水準となった。ただ
し、ﾚｲｵﾌ(一時解雇)は185.4万件と、2023年1月以来の高水準となった。欧州では、国債利回り
が低下したほか、株式相場はﾏﾁﾏﾁとなった。米国では、求人件数の上振れを受け、国債利回り
が上昇した。株式市場では、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数が小反発したが、FOMCの結果発表を翌日に控
え、投資家が慎重姿勢となる中、他の主要2指数は続落した。なお、ｳｸﾗｲﾅ和平を巡る交渉進展
の可能性が意識され、原油先物が続落した。

10日
（水）

× 中国

消費者物価指数の伸びは加速も、生産者物価指数の下落率が拡大

11月の消費者物価指数は前年同月比+0.7%と、2024年2月以来の高い伸びとなった。一方、
同月の生産者物価指数は▲2.2%と、予想に反して下落率が拡大した。ﾃﾞﾌﾚ懸念などから、中
国本土株式が続落した一方、香港株式は政策期待などから反発した。なお、日本の株式市場で
は、主要株価指数が小動き、ﾏﾁﾏﾁとなった。国債利回りは、長期債では低下したが、中期債や
超長期債では上昇し、新発2年物では一時、1.075%と、2007年7月以来の高水準となった。

今週の主な注目点
中国の11月の主要指標が15日に発表される。日本では、12月調査の日銀短観の公表(15日)、日銀の金融政策
決定会合(18・19日) 、11月の消費者物価指数の発表(19日)が予定されている。米国では、12月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製
造業景気指数(15日)、11月の雇用統計および10月の小売売上高(16日)、12月のﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ連銀景気指数およ
び11月の消費者物価指数(18日)、11月の中古住宅販売件数(19日)が発表されるほか、FRB理事や地区連銀総
裁の講演などが予定されている。欧州では、ﾕｰﾛ圏の12月のPMI(購買担当者指数)速報の発表(16日)、英中央銀
行の金融政策委員会(17日)、ECBの政策理事会(17・18日)が予定されているほか、EU(欧州連合)首脳会議が
18・19日に開かれる。

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

10日
（水）

○ 欧米

米FRB、市場予想通りの利下げを決定、さらに、短期国債の買入れを発表

欧州では、ECBのﾗｶﾞﾙﾄﾞ総裁が、翌週の政策理事会で示す最新の予測でﾕｰﾛ圏の経済成長率
を引き上げる可能性が高いと述べた。欧州の国債利回りが総じて上昇した。株式相場は、米
FOMCの結果発表を控えて、小動き、ﾏﾁﾏﾁとなった。米国では、7-9月期の雇用ｺｽﾄ指数が前年
同期比+3.5%と、2021年4-6月期以来の低い伸びとなった。また、FRB(連邦準備制度理事会)

は市場予想通り、3会合連続となる0.25ﾎﾟｲﾝﾄの利下げをFOMCで決定した。会合参加者の見
通し(中央値)では、2026、27年にそれぞれ1回の利下げ(1回につき0.25ﾎﾟｲﾝﾄの引き下げとの
前提)が想定されていることが示された。そして、FOMCの声明やﾊﾟｳｴﾙ議長の会見では、情勢
を見極めるため、利下げを一時停止する可能性が示唆された。FRBはさらに、金融市場に流
動性を供給すべく、短期国債の買入れを開始すると発表した。国債利回りが低下したほか、株
式相場は上昇した。外国為替市場ではﾄﾞﾙが売られ、円相場は156円前後に上昇した。なお、11

日の日本では、米利下げを受け、株式市場で買いが先行したが、その後、売りが優勢となり、相
場は引けでは下落した。国債利回りは、国債入札の結果が良好だったこともあり、低下した。

11日
（木）

○ 米国

AI投資への懸念の一方で、利下げによる景気下支え期待が拡がる

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾌﾄ大手が10日に発表した9-11月期決算で、売上高が市場予想に届かなかった。一
方、会社側は、AIﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けなどを中心とした、2026年5月期通期の設備投資計画の積み増
しを発表した。11日には、12月6日までの週の新規失業保険申請件数が発表され、前週比+4.4

万件の23.6万件と、ｺﾛﾅ禍時の2020年3月以来の大幅な伸びとなった。国債利回りは一時、低
下したが、その後、横ばい圏となった。株式市場では、AI関連投資の過剰や収益化の遅れなど
が懸念され、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾌﾄ大手の株価が急落したほか、ﾊｲﾃｸ株に売りが拡がり、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指
数は反落した。ただし、景気敏感株に加え、ﾍﾙｽｹｱや生活必需品など、幅広いｾｸﾀｰが買われ、
ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾀﾞｳ工業株30種、S&P500の両指数は最高値を更新した。外国為替市場ではﾄﾞﾙが売ら
れ、円相場は一時、154円台まで上昇した後、155円台で推移した。また、原油需給の緩みが意
識され、原油先物が売られた一方、米利下げの決定やﾄﾞﾙの下落を受け、金先物が買われた。

12日
（金）

○ ｱｼﾞｱ

中央経済工作会議が終わり、中国では景気刺激策への期待が拡がる

中国では、10･11日に開かれた中央経済工作会議で、より積極的な財政政策と適度に緩和的
な金融政策を継続し、2026年も内需を支援する方針が打ち出された。今後、景気刺激策が発
表されるとの期待が拡がり、中国本土･香港株式が上昇した。日本では、前日に米主要株価指
数が最高値を更新したことが好感され、株式相場が反発し、TOPIXは最高値を更新した。

× 米国

AI投資を巡る懸念が再度、拡がる

半導体大手は11日、市場予想を上回る8-10月期決算や11-1月期の売上高見通しを発表した。
ただし、AI向けの売上高構成比の上昇に伴ない、利益率が低下するとの見通しを示したことが
嫌気され、時間外取引で同社株が売られた。12日には、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾌﾄ大手のAIﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ計画の
一部について、完成時期が2028年に1年後ろ倒しになると報じられた。また、ｼｶｺﾞやｶﾝｻﾞｽｼ
ﾃｨｰなどの地区連銀総裁から、利下げに慎重な発言が相次いだ。米国でﾊｲﾃｸ株が引き続き売
られるなど、欧米の株式相場が下落した。欧米の国債利回りは上昇し、ﾄﾞｲﾂでは、財政支出拡
大と国債の供給増を巡る懸念などを背景に、30年債の利回りが14年ぶりの高水準となった。
外国為替市場では円が対ﾕｰﾛで下落し、一時、1ﾕｰﾛ＝183円15銭前後と、1999年のﾕｰﾛ導入以
降の最安値をつけた。
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